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◇技能実習法が１１月１日から施行されます！ となりますが、今回、定型約款に関する規定が

（外国人の技能実習の適正な実施及び技能実習生の保護に関する法律） 新設され、従前判例の集積によって形成されて

１ 概要 いたルールが明文化されました。

外国人が日本で働く場合には、在留資格が必要 １ 定型約款の定義

であり、働くための在留資格は基本的に専門知識 定型約款とは次の要件を満たすものを指します

または専門技能が必要ですが、農業、漁業、建設 （改正法548条の2第1項）。

関係等の一定の職種については、「技能実習」と ①相手方が不特定であること

いう在留資格に基づいて、外国人の出身国では修 ②定型取引（取引の内容が画一的であることが、

得が困難な技能等の修得を図るために外国人が来 当事者にとって合理的である取引）に用いら

日して働くことが認められています（現在は約２ れること

３万人います）。この在留資格について、法改正 ③当該定型取引において、契約の内容とするこ

がありました。 とを目的として、その特定の者により準備さ

２ 実習期間が３年から５年へ れたものであること

従前の入管法では、「技能実習」の在留資格で ２ 定型約款におけるみなし合意

日本に滞在できる期間が最大３年間でしたが、こ 次の要件を満たす場合には、当事者は定型約

れからは最大５年間に延長されます。但し、途中 款の個別条項についても合意したものと看做さ

で１か月以上の一時帰国が必要です。 れます（改正法548条の2第1項）。

３ 受け入れ人数上限の拡大 ①定型取引を行うことについて合意したこと

技能実習生の受け入れ人数（受け入れ企業また ②-1 定型約款を契約の内容とする旨の合意

は団体の常勤職員の総数に比例）の上限が引き上 をすること

げられました。 又は、

４ 「介護」職種への適用拡大 ②-2 定型約款を準備した者が予めその定型

「技能実習」資格の対象職種に介護職種が加え 約款を契約の内容とする旨を相手方に表示

られ、介護職種として外国人を日本で雇用するこ していること

とができるようになりました。 ＊但し、一定の事由が認められる場合には、合意をしなかった

５ 制度の強化・外国人技能実習機構の新設 ものとみなされます（改正法548条の2第2項参照）

これまで入国管理局が担っていた技能実習に関 ３ 定型約款の開示義務

する各種報告や届出等について、本年１月に新規 定型約款を準備した者は、相手方から求めら

設立された外国人技能実習機構が担うことになり れた場合には、定型取引についての合意の前後

ました。受け入れ企業または団体は外国人の来日 に、定型約款の内容を相手方に対して示さなけ

前に団体の許可を受け、または届出を行い、実習 ればなりません（改正法548条の3第1項本文）。

生毎の技能実習計画も事前に認定を得なければな ４ 定型約款の変更

りません。 法令の改正や社会情勢の変化等により、定型

６ 外国人の保護 約款を使用した契約の内容を変更する必要があ

技能実習名目で外国人が違法に労働される事態 る場合、次の要件を満たす必要があります（改

を防止すべく、技能実習を強制する行為、違約金 正法548条の4第1項）。

を定める行為、貯蓄金を管理する契約を締結する ①定型約款の変更が、相手方の一般的利益に適

行為、旅券等を保管する行為、私生活の自由を不 合すること

当に制限する行為等について、罰則が定められ、 ②定型約款の変更が、契約の目的に反しない上、

外国人相談窓口も整備されるようになりました。 諸事情に照らして合理的なものであること

◆「定型約款」〈連載民法大改正(第5回)〉（2020 以上大まかにご説明しましたが、定型約款を

年6月2日までに施行予定） 日常的に使用している業界では、民法改正に向

予め用意された一定の契約条項を定める約款を けて綿密な準備が必要になりますのでご注意く

利用することで、個別の交渉を省き、迅速な取引 ださい。 （友成、門屋）

を実現することができます。このような約款は、 今回は紙幅の都合で「法務トピックス」をお

毎日大量に行われる定型的取引において特に重要 休みさせていただきました。次号をお楽しみに！
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各種技術を学びに日本に来ている外国人技能実習生の保護が厚くなります。
今回取り上げる民法改正のトピックスは「定型約款」です。


